
別紙４ 

令和●年度 靱公園及び靱テニスセンター他１施設 
管理運営業務年度協定書 

 

大阪市及び●●（以下「指定管理者」という。代表者：●●。）は、令和●年●月●日付締結の

靱公園及び靱テニスセンター他１施設管理運営業務基本協定書（以下「基本協定」という。）に基

づき、次のとおり、令和●年度靱公園及び靱テニスセンター他１施設管理運営業務年度協定（以

下「年度協定」という。）を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 年度協定は、靱公園及び靱テニスセンター他１施設管理運営業務の各年度の指定管理業

務の業務内容及び本件業務に必要な経費として支払われる業務代行料及び利益配分等を定める

ことを目的とする。 

 

（本件業務の細目） 

第２条 基本協定第５条第１項各号に定める業務の細目は、別紙仕様書に定めるとおりとする。 

２ 前項の仕様書に記載がない仕様があるときは、大阪市と指定管理者が協議して定める。 

 

（年度協定の期間） 

第３条 この年度協定の期間は、令和●年４月１日から令和●年３月31日までとする。 

 

（業務代行料） 

第４条 基本協定第30条第３項に定める業務代行料は、金 ●●円（うち消費税及び地方消費税

額 ●●円）とし、その内訳は次のとおりとする。 

一般園地         ●●円 

２ 基本協定別表第３（同第38条関係）に基づき大阪市が負担する補修・修繕費用は、大阪市と

指定管理者の協議の上、覚書を締結し、別途精算する。 

３ 大阪市は、第１項に定める業務代行料について、指定管理者の請求に基づき当該請求を受け

た日から30日以内に次のとおり支払うものとする。 

 

請求時期 支払い金額 

令和●年７月 ●●円 

令和●年10月 ●●円 

令和●年１月 ●●円 

令和●年４月 ●●円 

合計 ●●円 

 

４ 第２項における大阪市が負担する金額は、原則年度末に精算するものとし、指定管理者は当

該金額を大阪市に請求し、大阪市はこれを支払う。 



指定管理者 

（業務代行料の前払い） 

第５条 指定管理者は、大阪市が本件業務の円滑な遂行を図るために必要があると認めるとき

は、前払いによる業務代行料の全部又は一部の支払いを大阪市に請求できるものとする。 

２ 大阪市は、前項の規定による請求を受けたときは、当該請求を受けた日から30日以内に業務

代行料を支払わなければならない。 

 

（業務代行料の精算） 

第６条 指定管理者は、本件業務終了後に業務代行料に係る精算書を作成し、速やかに大阪市に

提出しなければならない。 

２ 指定管理者は、大阪市が精算書の内容を精査した結果、基本協定又はこの年度協定に定める

仕様を満たしていない等、本件業務を適切に実施しなかった又は未実施であったことによる剰

余が生じていると認める場合には、当該精算書を提出した日から20日以内に当該剰余金を大阪

市が交付する納付書により納付しなければならない。 

３ 指定管理者は、大阪市が精算書の内容を精査した結果、基本協定又はこの年度協定に定める

仕様を満たしている等、本件業務を適切に実施しているにもかかわらず、やむを得ない事情に

より不足が生じていると認める場合には、当該精算書を提出した日から20日以内に当該不足額

に係る請求を行わなければならない。 

４ 前項の請求及び第２項の納付にあたっては、規定の期間を超えることが無いよう、大阪市と

指定管理者が協力して、速やかに手続を進めるものとする。 

５ 大阪市は、前項の規定による不足額に係る請求を受けたときは、当該請求を受けた日から30

日以内に当該不足額を支払わなければならない。 

 

（業務代行料の減額等） 

第７条 基本協定第40条第５項に定める改善指示を行ったにもかかわらず、指定管理者がこれを

改善しなかったときは、大阪市は、第４条第１項に定める業務代行料のうち改善されなかった

業務に関して大阪市と指定管理者が協議して定める金額（以下「未改善業務に係る金額」とい

う。）を減額若しくは請求することができる。なお、本条に基づく減額について、指定管理者

から根拠の開示を求められた場合、大阪市はこれに応じるものとする。 

２ 大阪市は、前項の規定により業務代行料の減額を決定したときは、第４条第３項に定める請

求月までに指定管理者に通知しなければならない。 

３ 指定管理者は、前項の通知を受けたときは、第４条第３項の業務代行料の請求は、当該請求

月の業務代行料の金額から未改善業務に係る金額を控除した金額を大阪市に請求するものとす

る。 

４ 指定管理者は、大阪市から第１項に定める未改善業務に係る金額の請求を受けたときは、大

阪市の指定する期限までにこれを支払わなければならない。 

５ 大阪市が基本協定及び年度協定に定める大阪市の義務を履行しなかったことにより、指定管

理者に損害が発生したときは、大阪市は、指定管理者のその損害を賠償するものとし、その金



額は大阪市と指定管理者が協議して定める。 

 

（納付金） 

第８条 基本協定第33条に定める納付金は、金●円とする。 

  靱庭球場、靱テニスセンター     金●円 

２ 指定管理者は、前項の納付金について、大阪市の請求に基づき令和●年４月末日までに支払

うものとする。 

３ 第４条第２項における大阪市が負担する金額は、令和●年４月の納付額から減額するものと

し、大阪市は減額後の金額を指定管理者に請求し、指定管理者はこれを支払う。 

 

（利益配分） 

第９条 基本協定第43条に定める事項は次のとおりとする。 

(1) 総収入額から総支出額を差し引いて一定以上の利益が生じた場合とは、総収入額から総

支出額を差し引いた金額が総収入額に100分の5を乗じた額（ただし、その額に１円未満の端数

があるときはこれを切り捨てるものとする。）を超えた場合をいう。 

(2) 配分率によって算出される額とは、前号の場合において総収入に100分の5を乗じた額を

超えた部分に係る金額に100分の50を乗じた額とし、その額に１円未満の端数があるときはこ

れを切り捨てるものとする。 

(3) 基本協定第43条に従い算出された利益は、※提案された改修内容を毎年大阪市と指定管理

者が協議し、年度協定において定めます。 

 

（業務内容の変更・中止等） 

第10条 基本協定第41条により本件業務の内容を変更し、又は本件業務の一時中止を指定管理者

に指示する場合は、大阪市と指定管理者は協議を行い、書面により業務内容を定めるものとす

る。 

 

（事業計画等） 

第11条 指定管理者は、基本協定第５条第１項各号の業務の実施にあたっては、指定管理者が大

阪市と協議の上作成する事業計画及び収支計画に従って実施するものとする。 

２ 前項の事業計画及び収支計画に記載がない事項については、大阪市と指定管理者が協議して

定める。 

３ 指定管理者は、次年度の事業計画の作成にあたり、大阪市が指定する期日までに、本件業務

に係る管理運営及び事業内容等の実績に基づく検証を踏まえ、課題解決に向けた改善計画を作

成し、大阪市と協議の上、反映しなければならない。 

 

（事業報告書） 

第12条 指定管理者は、基本協定第42条に定める事業報告書について、大阪市公園条例施行規則

（昭和52年大阪市規則第51号。）第32条の規定に基づき、この年度協定の期間終了後（基本協



定第44条第１項各号及び第45条第２項の規定により指定管理者の指定の取消しを受けた場合に

あっては、当該取消しの日後）２カ月以内に大阪市に提出しなければならない。ただし、やむ

を得ない理由により当該２カ月以内に事業報告書の提出をすることができない場合は、あらか

じめ文書により理由を明らかにした上、大阪市の承認を得て当該提出を延期することができ

る。 

 

（成果指標） 

第13条 本件業務の実施について、施設等の管理運営を通じた目的の達成度合いについて検証す

るため、成果指標を設定する。成果指標は次の各号に定める事項とし、指定管理者は大阪市と

協議の上、別紙仕様書にて各項目の目標値を設定し、達成状況について、前条の事業報告書に

より大阪市へ報告するものとする。 

(1) 靱公園利用者への満足度 

(2) 靱テニスセンター他１施設の年間利用者数及び利用者への満足度 

 

（違約金） 

第14条 指定管理者は、基本協定第44条第１項各号又は第45条第２項の規定により、指定を取り

消され、又は本件業務の停止を命じられた場合、次の各号に定めるところに従い、違約金を大

阪市の指定する期間内に支払わなければならない。 

(1) 基本協定第44条第１項第１号から第５号、第８号並びに第45条第２項 

●●円 

(2) 基本協定第44条第１項第６号及び第７号 

●●円 

２ 前項の規定による違約金は、損害賠償額の予定又はその一部とは解釈しない。 

 

（大阪市主催事業） 

第15条 指定管理者は、大阪市が主催するスポーツ関連事業に協力するものとする。 

 

（補則） 

第16条 この年度協定に定めがあるもののほか、指定管理者の業務内容及び処理について疑義が

生じたとき、又はこの年度協定に定めがない事項については、基本協定によるものとし、その

他については、大阪市と指定管理者が協議して定めるものとする。 

２ 基本協定の規定とこの年度協定の規定との間に明らかな矛盾がある場合は、原則として基本

協定の規定を優先する。 

 



年度協定の締結を証するため、本書を●通作成し、大阪市と指定管理者の双方が記名押印の上、

大阪市並びに指定管理者の代表者及び構成員が各自１通保管する。 

 

令和  年  月  日 

 

 

大阪市      大阪市北区中之島一丁目３番20号 

大阪市長     横山 英幸 

 

指定管理者  商号又は名称 

 

（代表者） 所在地     

法人等の名称  

代表者氏名   

 

（構成員） 所在地     

法人等の名称  

代表者氏名   

 

 

 

 

※本年度協定書（案）については、事業者の提案内容によって、規定を見直すことがあります。 

  



別紙 

 

 業務仕様書一覧 

 

Ⅰ 靱公園基本平面図 

Ⅰ－１ 靱公園施設一覧表 

Ⅰ－２ 指定管理者の管理対象外の公園施設一覧 

Ⅱ 一般園地の管理運営に関する事項 

Ⅱ－１ 靱公園維持管理業務仕様書 

Ⅱ－２ 維持管理基本水準書＜靱公園＞ 

Ⅱ－３ 靱公園電気機械設備維持管理に関する事項 

Ⅲ   靱テニスセンター等の管理運営に関する事項（靱公園） 

Ⅲ－１ 靱テニスセンター等の電気機械設備維持管理に関する事項 

Ⅳ   広告事業推進業務仕様書（靱公園） 

Ⅴ   行為許可の審査基準等 

 


